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191次に，われわれは遺贈についてみることにしよう。確かに，法の
この部分は，これまで扱ってきた主題からはずれているように見える。
というのは，われわれは物が包括的にわれわれに取得される法的手段に
ついて述べているからである。けれども，いずれにしても，われわれは
遺言について，また遺言によって指定される相続人について述べてきた
のだから，十分な理由をもって，この法の問題を以下で扱うことができ
るだろう。
［遺贈について］
192遺贈の種類は四つある。すなわち，われわれは物権遺贈，債権遺
贈，許容遺贈，先取遺贈を行う。
193　われわれは次のようにして物権遺贈を行う。例えば，「ティティウ
スに奴隷スティクスを私は与え遺贈する」。けれども，例えば，「私は与
える」または「私は遺贈する」のうち，いずれか一方が記載されている
場合〈でも＞，同じく物権遺贈が行われる。また，通説によれば，「取得
　　　（156）
せよ」あるいは「自分のために所持せよ」あるいは「獲得せよ」という
かたちで遺贈された場合，同じく物権遺贈が行われる。
194　ところで，この遺贈が物権遺贈と呼ばれているのは，その物が相
続承認後，ただちにクィリーテースの権にもとづいて受遺者に帰属する
四　　191L2，20pr．と同じ。前掲97を参照。
五　　1921．2，20，2：Gai　Epit．2，5pr．を参照。
　　193Vlp．24，3：Gai　Epit．2．5，1：Pau1．3，6，6：前掲1，149を参照。
　　194Theophil．2，20，2［206頁13行以下］l　Gai　Epit．2，5，1：後掲2，204を参照。
　　（156）David－Nelsonでは〈でも（et）＞が補われていない。
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からである。そこで，受遺者がその物の返還を相続人に，あるいは他の
誰であれ，それを占有する者に請求する場合，受遺者は所有物返還請
求，すなわち，その物はクィリーテースの権にもとづいて自分のもので
あると主張しなければならない。
195法学者たちは次の一点において見解を異にする。すなわち，サビ
ーヌス，カッシウス，その他，われわれの学派の諸先生は，受遺者がた
　（157）　　　　　（158）
とえ自分に遺贈が［された］ことを知らなくても，そのようにして遺贈
　　　　　　　　　　（159）
された物は相続後，ただちに受遺者に帰属することになるが，受遺者が
遺贈を知り，かつ〈放棄した＞ときは，あたかも遺贈が行われなかった
　　　　　　　　　　　　　　（160）
ように考える。これに対して，ネルウァ，プロクルス，その他の反対学
　　　　　　　　　　　　　　　（161〉　　　　　（162〉
派の諸先生の場合，受遺者は物が自分に帰属することを望んではじめ
て，物は受遺者に帰属するようになると考える。けれども，今日では，
神皇ピウス・アントー二一ヌスの勅法によって，プロクルスの学説を一
　　　　　　　　　　　　（163）
般に法として用いているとわれわれは考える。というのは，〔この勅法
で帝は〕ラテン人が植民市のために物権遺贈された場合には，市参事会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（164）
195Paul．3，6，7：後掲2，200を参照。括弧内の文言はMommsenが補充した。
（157）サビーヌス（Massurius　Sabinus）後1世紀の著名な法学者で，サビーヌス
学派の創始者。後生の法学者によって「サビーヌス註解（Ad　Sabinum）」とい
　う表題で解説されるようになった，広範かつ体系的な市民法論を著した。
（158）　カッシウス（Gaius　Cassius　Longinus）後1世紀の法学者でサビーヌス学派
　の一貝。
（159）　David－Nelsonでは［された］に［］がない。
（160）David－Nelsonでは「遺贈を知り，かつ〈放棄した＞ときは（postquam
scierit　et〈omiserit＞1egatum）」が「知り，かっ遺贈を拒否したときは（post－
quam　scierit　et　cesserit　legato）」になっている。
（161）　ネルウァ（Marcus　Cocceius　Nerva）同名の法学者の父の方。33年没。
（162）プロタルス（Proculus）1世紀中頃の法学者。
（163）　ピウス・アントー二一ヌス（Marcus　Antonims　Pius）ローマ皇帝。在位
138－161年。
（164）　ラテン人が物権遺贈を行った場合と考えられる。
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は，あたかも1人のために遺贈されたかのように，植民市に帰属するこ
とを望むかどうか熟慮するように述べたからである。
196　ところで，クィリーテースの権にもとづいて遺言者自身に帰属す
る物だけが有効に物権遺贈される。けれども，もちろん，例えば葡萄
酒，油，穀物，現金のように，重さ，数，量が定まっている物にっいて
は，死亡時にクィリーテースの権にもとづいて遺言者に帰属していれ
ば，それで十分だと定められていた。これに対して，その他の物につい
ては，両方の時点において，すなわち遺言を作成したときにも死亡した
ときにも，クィリーテースの権にもとづいて遺言者に帰属していなけれ
ばならないと定められていた。そうでない場合，遺贈は無効である。
197けれども，もちろん，これは市民法上のことである。これに対し
て，後に皇帝ネロの提案によって元老院議決が行われた。これによる
　　　　　　（165）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（166）
と，誰かある者が，まったく彼に帰属していない物を遺贈した場合で
も，あたかも最高の法によってなされたように遺贈は有効であると規定
された。ところで，最高の法とは債権遺贈の法である。後で明らかにな
るように，この種の遺贈によって他人の物でさえ遺贈できる。
198けれども，ある者が自分の物を遺贈し，次いで遺言作成後に譲渡
した場合には，遺贈は市民法上無効であるばかりでなく，〔ネロ〕元老
院議決によっても有効ではないと多数の者は考えている。このことは次
の理由から言われた。すなわち，ある者が自分の物を債権遺贈し，後で
それを譲渡した場合でも，たとえ法上当然に遺贈が有効であるとして
　　196後掲2，2221Vlp。24，7二Gai　Epit．2，5，1131P＆ul．3，6，13を参照。
　　197Vlp。24，11a：後掲2，202：Vat．Fr．85［Vlp．lib．17ad　Sab．］を参照。
四　　1981．2，20，12：Paul．3，6，16を参照。
二　　（165）ネロ（Nero　Claudius　CaesarAugustusGermanicus）ローマ皇帝。在位54
　　　－68年。
　　（166）　ネロ元老院議決　後60年から64年の間に制定された遺贈に関するネロ元老
　　　院議決（senatusconsultum　Neronianum　de　legatis〉。
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も，受遺者が故人の意思に反して請求するようなときは，やはり悪意の
抗弁によって退けられると多数の者は考えているからである。
199同一の物が2人またはそれ以上の者に一括して，あるいは個別に
物権遺贈され，そしてすべての者がその遺贈を受ける場合には，各持分
は，それぞれの受遺者に帰属し，また，受け取らなかった受遺者の持分
は共同受遺者に添加すると定められている。一括しては次のように遺贈
される。「私はティティウスおよびセーイウスに奴隷スティクスを与え
遺贈する」と。個別には次のようにして遺贈される。「私はティティウ
スに奴隷スティクスを与え遺贈する。私はセーイウスに同じ奴隷を与え
遺贈する」と。
200　条件つきで物権遺贈された物が条件の成就されない間は誰に帰属
するか，争いがある。われわれの学派の諸先生は，候補自由人，すなわ
ち，遺言によって何らかの条件つきで自由であると命じられた奴隷を例
にあげて相続人に帰属すると考える。このような者は条件未成就の間は
相続人の奴隷であると定められている。けれども，反対学派の諸先生
は，その間，遺贈された物は誰にも帰属しないと考える。そうして，さ
らに，受遺者がその遺贈を承認する以前には，［条件をっけないで］遺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（167〉
贈された物についても誰にも帰属しないと述べている。
201われわれは債権遺贈を次のような方法で行う。すなわち，「私の相
続人は私の奴隷スティクスを与える責を負え」と。けれども，「与えよ」
と記載された場合でも債権遺贈は行われる。
202そして，この種の遺贈によれば，他人の物さえも遺贈することが
199後掲2，206；1．2，20，8＝Gai　Epit．1，5，1；4；5＝Vlp．24，12：Pau1．3，6，26を参照。
200Dig．40，9，29，1［Gai　lib．1de　manum．］＝Vlp．2，1；2を参照。　　　　　　四
201Vlp．24，4：Gai　Epit．2，5，2：Theoph．2，20，2［206頁19行以下］を参照。　　二
202Gai　Epit．2，5，211．2，20，4：Vlp．24，8：前掲2，197を参照。
（167）David－Nelsonでは［条件をつけないで（sine　condicione）］に［］がな
　い。
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できる。相続人は〈物を＞買い取って給付するか，あるいは，その物の
　　　　　　　　　（168）
評価額を与えなければならない。
203現存していなくて将来存在することになる物も債権遺贈すること
ができる。例えば，「特定の土地で生ずる果実」または「特定の女奴隷
から出生する子」である。
　　　　　　　　　（169）
204　このようにして遺贈された物は，たとえ，それが条件をつけない
で遺贈されたとしても，相続承認の後には，物権遺贈のように，ただち
に受遺者に取得されるのではなく，相続人に帰属する。したがって，受
遺者は対人訴訟を提起しなければならない。すなわち，相続人が自分に
その物を与えることを要すると主張しなければならない。その場合，相
続人は，手中〈物〉であれば，マンキピウム権に与えるか，あるいは法
定譲渡を行って占有を移転しなければならない。非手中物であれば，引
渡を行えば十分である。これに対して，相続人が手中物を引渡しただけ
で，握取行為で譲渡しなければ，その物は使用取得によって，権利にお
いて完全に受遺者に帰属する。われわれが別のところでも述べたよう
に，使用取得が完成するのは，動産については1年，土地に含まれる物
については2年である。
205　この遺贈〈と＞物権遺贈との間には次のような違いもある。すな
わち，同一の物が2人またはそれ以上の者に債権遺贈された場合，一括
　　2031．2，20，7とほぼ同じ。Gai　Epit．2，5，3を参照。
　　204　前掲2，194141；421441541後掲2，213；Theoph．2，20，2［206－7頁25－2行］
　　　を参照。
　　205Vlp．24，13：Gai　Epit．2，5，415：前掲2，199：Vat．Fr．85；87［Vlp．1ib．17ad
　　　Sab．］を参照。
四コ　　（168）David－Nelsonではく物を（rem）＞が補われていない。
一　　（169）「特定の土地で生ずる果実（QVI　IN　ILLO　FVNDO　NATI　ERVNT）」と
　　　「特定の女奴隷から出生する子（QVOD　EX　ILLA　ANCILLA　NATVM
　　　ERVNT）」は遺言書からの引用として大文字になっているが，David－Nelson
　　　では小文字になっており，遺言書からの引用とはされていない。
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して遺贈されたならば，物権遺贈のように，明らかに，それぞれの受遺
者にその持分が与えられる。これに対して，個別に遺贈されたならば，
その全部がそれぞれの受遺者に帰属する。このように，相続人は当然，
一方には物を与えなければならず，他方には物の評価額を与えなければ
ならないということになる。また，一括して遺贈されたならば，受け取
らなかった受遺者の持分は，共同受遺者に帰属するのではなく，相続財
産中にとどまる。
206　ところで，受け取らなかった受遺者の持分は，債権遺贈においては
相続財産中に維持され，物権遺贈においては共同受遺者に添加されるとわ
れわれは述べたが，それはパーピウス法以前に，市民法上そのようにされ
　　　　　　　　　　　　　　（170〉
ていたということにわれわれは注意しなければならない。けれども，パー
ピウス法以後には，受け取らなかった受遺者の持分は所有者のない物とな
り，その遺言において〔指定された者のうち〕卑属をもつ者に帰属する。
207そうして，たとえ所有者のない財産を返還請求する際，第1順位
が相続人のなかで卑属をもつ者にあり，相続人が卑属をもたないなら
ば，受遺者のうちの卑属をもつ者にあるとしても，一括された共同受遺
者が卑属をもつ場合には，たとえ相続人が卑属をもつ場合でも，相続人
に優先するとパーピウス法に規定されている。
208けれども，多数の学者によれば，パーピウス法によって一括され
た共同受遺者のために定められた権利については，物権遺贈か債権遺贈
かは重要ではない。
209　われわれは，許容遺贈を次のようにして行う。すなわち，「私の相
2061207前掲2，19912051後掲286：Vlp．24，12113；17，2118；19，1711，21125，璽
　17：Fr．de　iure　fisci3を参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
209Gai　Epit．2，5，6：Vlp．24，5：Theoph・2，20，2［207頁4－5行］を参照。
（！70）パーピウス法（lex　Papia）後9年に制定されたパーピウス・ポッパエウス法
　（lex　Papia　PoPPaea）。
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続人は，ルーキウス・ティティウスが奴隷スティクスを受け取り，そし
てティティウス自身のために所持することを許容する義務を負え」と。
210　この種の遺贈は，物権遺贈〈に比べると＞広いが，債権遺贈に比
べると狭い。すなわち，この種の遺贈によれば，遺言者は自分の物のみ
ならず，彼の相続人の物も有効に遺贈することができる。というのは，
物権遺贈によれば自分の物しか遺贈できないのに対し，債権遺贈によれ
ば誰であれ他人の物も遺贈することができるからである。
211けれども，遺言者の死亡時に物が遺言者自身または〔彼の〕相続
人に帰属するならば，遺言作成の時点で両者に帰属しなかったとして
も，許容遺贈は明らかに有効である。
212　また，この物が遺言者の死亡後に，はじめて相続人に帰属するこ
とになる場合，許容遺贈が有効かどうかが問題となる。そこで大多数は
無効であると考える。それでは，一体どうなるのか。ある者が，その者
に帰属したことがなく，後で，その者の相続人に帰属することにもなら
ない物を遺贈した場合でも，ネロ元老院議決によれば，あたかも債権遺
　　　　　　　　　　　　　　　　　（171）
贈が行われたようにみなされる。
213債権遺贈された物は相続承認の後で，ただちに受遺者に帰属する
わけではなく，　［相続人が］，引渡，あるいは握取行為，あるいは法廷
　　　　　　　　　　（172）
譲渡によって，その物が受遺者に帰属させるまでは相続人のもとにとど
まる。これと同様のことは許容遺贈にも当てはまる。したがって，この
種の遺贈を原因とする対人訴訟は次のようになされる。　「相続人が遺言
にもとづいて与え，なすことを要することは何であれ」と。
　　210Gai　Epit．2，5，6：Vlp．24，10；81Pau1．3，6，11を参照。
四　　2111212Gai　Epit．2，5，6：Vat．Fr．85［Vlp．lib．17ad　Sab．］を参照。
九　　213前掲2，2041後掲4，41：Theoph．2，20，2［207頁4－5行］を参照。
　　（171）　ネロ元老院議決　後60年から64年の間に制定された遺贈に関するネロ元老
　　　院議決（senatusconsultum　Neronianum　de　legatis）。
　　（172）　David－Nelsonでは［相続人が（heres）］に［］がない。
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214　けれども，こうした遺贈によって相続人は握取行為で譲渡するか，
あるいは法廷譲渡を行うか，あるいは引渡を行うか，という義務を負っ
ているとはみなされず，受遺者が物を受け取るのを認めるだけで十分で
あると考える者たちがいる。そのように考えるのは，遺言者は，相続人
に受遺者が物を自分のために所持することを許容する，つまり，認める
こと以上のことは何も命じなかったからである。
215　あなたが同一物を2人またはそれ以上の者に個別に〔許容〕遺贈
した場合，この遺贈については，もっと大きな論争が生ずる。すなわ
ち，ある者たちは1物権遺贈のように］，各人にその全部が与えられる
　　　　　　　　　　　　　　（173）
と考える。ある者たちは，よりよい条件が先占者にあると考える。なぜ
なら，この種の遺贈によって，相続人は受遺者が物を所持することを認
める義務を負わされ，その結果，相続人が最初に取得する者を認め，彼
が物を受け取ったならば，相続人は遺贈を請求する者に対抗できるから
である。というのは，相続人は遺贈を請求する者が同一物を受け取るこ
とを認めるために物を所持するのではなく，また悪意で〔請求する者
に〕物を所持させないようにするのでもないからである。
216　われわれは先取遺贈を次のようにして行う。　「ルーキウス・ティテ
ィウスは奴隷スティクスを先取せよ」。
217　けれども，われわれの学派の諸先生は，この方法によっては，あ
る部分の相続人として記載された者以外には遺贈できないと考える。な
ぜなら，先取するとは，優先して受け取ることだからである。このこと
214Gai　Epit．2，5，6を参照。
215Dig．33，2，14［Cels．lib．18Dig］を参照。
216Theoph．2，20，2［207頁8－12行］：Vlp．24，6：Val。Prob。41，42を参照。　　四
217Theoph．2，20，2［207頁8－12行］：Gai　Epit．2，5，7〔を参照〕。　　　　　　八
（173）David－Nelsonでは「［物権遺贈のように（sicut　per　vindicationem］」が
「債権遺贈のように（sicut　per　damnationem）」になっている。前掲2，1991205
　を参照。
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が，ある部分の相続人に指定された者だけに生ずるのは，この者が相続
分のほかに優先して遺贈をされるからである。
218それゆえ，相続人ではない者に対して先取遺贈されていた場合には，
その遺贈は無効である。そしてこのことは，サビーヌスがネロ〈元老院＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（174）
議決にもとづく救済をすることはできないと判断したことである。すなわ
（175）
ち，彼は，この元老院議決で認めているのは，文言のi暇疵によって市民法
上有効ではない遺贈であって，受遺者の人的暇疵のために無効とされる遺
贈ではないからであると述べている。けれども，ユーリアーヌスとセクス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（176）
トゥスは，この場合にも元老院議決にもとづいて遺贈が認められると考え
　（177）
ている。というのは，この場合でも文言によって市民法上，遺贈は無効
であるという結果が生じ，このために同じ者に他の文言で，例えば物権
遺贈，債権遺贈，許容遺贈によって正当に遺贈されることは明らかだか
らである。ところで，いかなる方法によっても遺贈されることのできな
い者，例えば，遺言によって取得する能力をもたない外人に対して遺贈
がなされたときには，人の蝦疵により遺贈は有効ではない。このような
場合はもちろん，元老院議決が適用される余地はない。
219同様に，われわれの学派の諸先生によれば，この方法で遺贈を受
　　218Vlp．24，11a：Vat．Fr．85［Vlp．lib．17ad　Sab．］を参照。
　　219Theoph．2，20，2［217頁12－13行］：Pau1．3，6，1を参照。
　　（174）サビーヌス（Massurius　Sabinus）後1世紀の著名な法学者で，サビーヌス
　　　学派の創始者。後生の法学者によって「サビーヌス註解（Ad　Sabinum）」とい
　　　う表題で解説されるようになった，広範かつ体系的な市民法論を著した。
　　（175）　ネロ元老院議決　後60年から64年の間に制定された遺贈に関するネロ元老
　　　院議決（senatusconsultum　Neronianum　de　legatis）。
　　（176）ユーリアーヌス（Salvius　Iulianus）後2世紀の著名な法学者。ハドリアー
四一　　　ヌス帝の顧問会の一員。
七　　（177）セクストゥス（Sextus）セクストゥス・ペディウス（Sextus　Pedius）また
　　　はセクストゥス・カエキリウス・アフリカーヌス（SextusCaeciliusAfricanus）
　　　とする見解，セクストゥス・ポンポーニウス（Sextus　Pomponius）とする見解
　　　があるが，いずれも推測の域を出ない。
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ける者は，相続人の間で相続財産を分割するために，すなわち，分配す
るために通常用いられる家産分割訴訟〈以外の＞いかなる手段によって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（178）
も，この方法で遺贈された物を受け取ることはできない。なぜなら，先
取遺贈された物をその者に裁定付与することは審判人の職務に属するか
らである。
220　したがって，物が遺言者に帰属していない場合，われわれの学派
の諸先生の見解によると，いかなる物も先取遺贈できないとわれわれは
理解する。なぜなら，相続財産以外の物は，この訴訟の対象とはならな
いからである。それゆえ，自分に帰属していない物をこの方法で遺言者
が遺贈した場合，市民法上，その遺贈は無効であるが，〔ネロ〕元老院
議決によれば認められることになる。けれども，〔われわれの学派の諸
（179）
先生は〕他人の物も，ある場合には先取遺贈できると認めている。例え
ば，信託を原因として債権者のマンキピウム権に与える物を遺贈した場
合である。すなわち，金銭を弁済することにより，その物を取り戻すよ
う，審判人の職務にもとづいて共同相続人を強制することができ，その
結果，このようにして遺贈された者が優先して取ることができるとわれ
われの学派の諸先生は考えている。
221　けれども，反対学派の諸先生は，「先に」という接頭辞が加えられ
るのは余分で，あたかも「ティティウスが奴隷スティクスを取れ」と記
載されたように，相続人以外の者にも先取遺贈できると考える。したが
って，その物が物権遺贈されたとみなされる。この見解は，神皇ハドリ
アーヌスの勅法によって認められたと言われている。
　　（180）
220　前掲2，197：Vlp．24，11：後掲2，60：Paul．3，6，8を参照。　　　　　　　　　四
（178）　David－Nelsonではく以外の（alia）＞が補われていない。　　　　　　　　ハ
（179）　ネロ元老院議決　後60年から64年の間に制定された遺贈に関するネロ元老
　院議決（senatusconsultum　Neronianum　de　legatis）。
（180）ハドリアーヌス（PubliusAeliusHadrianus）ローマ皇帝。在位117－138年。
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222　したがって，この見解によると，その物がクィリーテースの権にも
とづいて故人に帰属していた場合には，受遺者が相続人のうちの1人であ
れ，相続人以外の者であれ，彼は物の返還請求をすることができる。ま
た，それが単に遺言者の財産中にあった場合には，確かに遺贈は〔ネロ〕
元老院議決にもとづいて相続人以外の者には有効となるだろうが，相続人
には家産分割訴訟の審判人の職務により給付されることになる。いかなる
権利においても，それが遺言者に帰属しなかった場合は，遺贈は〔ネロ〕
元老院議決にもとづいて相続人にも相続人以外の者にも有効となる。
223　われわれの見解によれば，相続人に，あるいは反対学派の見解に
よれば，相続人以外の者にも，同じ物が2人あるいはそれ以上の者に，
一括して，あるいは個別に遺贈されたならば，それぞれの者はそれぞれ
の持分をもたなければならない。
224　［ファルキディウス法註解］けれども，かつては，すべての財産を
遺贈および奴隷解放によって消費してしまい，相続人には相続人という
中身のない名前以外には何も残さないということも許されていた。そし
て，このことは12表法が認めているとみなされていた。同法では，「自
分の物について遺贈したように，そのように法であれ」という文言で規
定されている。すなわち，各人が自分の物について遺言をしたことは有
効であると定められていた。その結果，指定相続人である者は相続を拒
否し，それゆえ多くの者は無遺言で死亡することとなった。
225　そこで，フーリウス法が制定された。同法では，若干の者を除い
　　　　　　　　　　（181）
　　2222，401196；197を参照。
　　223Gai　Epit．2，5，7：Cod．6，51，11を参照。
四　　2241．2，22pr．を参照。
五2251．2，22pr．：Theoph．2，22pr．［239頁8－16行］i後掲4，23：Vlp。1，2128，7：
　　　Vat．Fr．301［Paul。lib．71ad　Edict．］〔を参照〕。
　　（181）フーリウス法（lex　Furia）前169年から140年の間に制定された遺言に関す
　　　るフーリウス法（lex　Furia　testamentaria）。
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て，遺贈によって，あるいは死亡を原因として1000アスを越えて取得す
ることが許されなかった。けれども，この法律もその意図するところを
達成しなかった。なぜなら，例えば，5000アスの財産をもっていた者
は，5人の者にそれぞれ1000アスずつを遺贈することによって，すべて
の財産を消費することができたからである。
226　それゆえ，その後，ウォコーニウス法が制定された。同法では，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（182〉
受遺者は遺贈，あるいは死亡を原因として相続人より多くを取得しては
ならないと定められた。この法律によれば，明らかに相続人は，いかな
る場合でも幾らかは取得すると考えられていた。しかし，ほぼ同様の欠
陥が生じた。というのは，多数の受遺者に財産を配分することで，〈遺
言者は＞相続人に最小のものを残すことができるようになり，この〔最
小の〕利益のために全相続財産の負担を引き受けることは相続人にとっ
て利益とならなかったからである。
227　そこで，ファルキディウス法が制定された。同法では，受遺者に
　　　　　　　　　　　　　　（183〉
4分の3を越えて遺贈してはならないと定められた。したがって，相続
人には相続財産の4分の1を残さなければならない。現在われわれはこ
の法を用いている。
228　自由付与にっいても，フーフィウス・カニニウス法は過度の放縦を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（184）
抑制した。それにっいては，第1巻でわれわれが述べたとおりである。
229　［無効な遺贈にっいて］相続人指定の前になされる遺贈は無効であ
る。というのは，明らかに遺言は相続人指定によって効力をもっからで
226
227
228
229
L2，22pr．：Theoph．2，22pr．［233頁17－24行］：後掲2，274を参照。
Gai　Epit．2，6：1．2，2pr．l　Vlp。24，321Pau1．3，8，1を参照。
前掲1，42以下を参照。
1．2，20，34：Vlp．24，15を参照。
　ウォコーニウス法（lexVoconia）前！69年に制定された。
　ファルキディウス法（lex　Falcidia）前40年に制定された。
　フーフィウス・カニニウス法（lex　Fufia　Caninia）前2年に制定された。
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ある。それゆえ，相続人指定は遺言全体の，いわば頭であり，基礎であ
ると理解される。
230　同じ理由により，相続人指定の前に自由を付与することもできない。
231　われわれの学派の諸先生は，相続人指定の前に後見人を付与する
ことはできないと考えている。けれども，ラベオとプロクルスは，後見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（185〉　　　　　（186）
人付与によっては相続財産が何ら減少しないから，後見人を付与するこ
とができると考えている。
232相続人の死亡後に，効力を生ずるような遺贈，すなわち，「私の相
続人が死亡したとき，私は与え遺贈する」あるいは「与えよ」というよ
うな遺贈もまた無効である。ところが，次のような遺贈，すなわち，
「〈私の〉相続人が死亡するときには」という遺贈は有効である。なぜな
ら，相続人の死後には遺贈されず，死に際に遺贈されるからでる。これ
に対して，「私の相続人が死ぬ前日に」というような遺贈はできない。と
いうのは，それは十分な理由で指定されたとはみなされないからである。
233われわれは，自由〔付与〕についても同じことが当てはまると理
解しよう。
234　これに対して，相続人死亡後に後見人を付与することができるか
どうかを問う者には，おそらく，相続人指定の前に付与される〈後見
人＞について議論されるのと同じ問題が生ずることがある。
　　230L2，20，34と同じ。Vlp．1，20を参照。
　　231L1，14，3：Vat．Fr．229［Paul．1ib．sing．de　test．］を参照。
　　232L2，20，35：Vlp．24，16：Paul。3，6，513，6，6；4，1，11：後掲3，100を参照。
　　233Vlp．1，20を参照。
四　　234前掲2，231：Dig、26，2，7［Paul．Iib．3ad　Sab、］を参照。
二　　（185）　ラベオ（Marcus　Antistius　Labeo）アウグストゥス（Augustus）と同時代
　　　の最も著名な法学者。後にプロタルス（Proculus）に因んで呼ばれたプロタル
　　　ス学派（Proculiani）の創始者と考えられる。
　　（186）　プロクルス（Proculus）後1世紀中頃の法学者。
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235　［懲罰のための遺贈について］懲罰のための遺贈も無効である。と
ころで，相続人を懲らしめるために，相続人に何かをさせ，あるいは，
させないように遺贈する場合が懲罰のための遺贈とみなされる。例え
ば，「私の相続人が彼の娘をティティウスと結婚させたならば，
10〈000＞セステルティウスをセーイウスに与えよ」，あるいは「あなた
が娘をティティウスと結婚させなかったならば，10〈000＞セステルテ
ィウスをティティウスに与えよ」と遺贈する場合である。また，例え
ば，相続人が2年の内に遺言者のために墓碑を作らなかった〈なら
ば＞，ティティウスに10〈000＞セステルティウスを与えよと命じた場
合も，懲罰のために遺贈したことになる。要するに，まさに先の定義か
らすれば，われわれは多くの類似した事例をみることができる。
236懲罰のために自由を付与することもできない。もっとも，これに
ついては問題とされた。
237　これに対して，後見人については問題とする余地はない。という
のは，後見人を付与することによって，相続人に何かをさせ，あるいは
何かをさせないよう強制することはできないからである．したがって，
　　　　　一付与され・…・一懲罰のために後見人として付与された……
　・それは，懲罰のためというより，むしろ条件をつけて付与されたと
（187）
みなされることになるだろう。
2351。2，20，36とほぼ同じ。Vlp．24，17；25，13を参照。
2361．2，20，36を参照。
237Dig．34，6，2［Marcian。lib．61nst．］を参照。Mo．は欠落部分を次のように補
　充する。「（したがって），遺言者の意思によって後見人として（付与され）た者
　が（懲罰のために後見人として付与された）としても」云々。
（187）David－Nelsonでは欠落部分は「（したがって），懲罰のために後見人が
　（付与され）ることはない。〈また，このようにして後見人が＞付与された〈場
合＞（ideoque　non　daturpoenae　nomine　tutor，〈et　si　ita　tutor＞datusfuerit）」
　と補充されている。
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238不確定な者のためになされた遺贈は無効である。ところで，不確定
な者とみなされるのは，遺言者がその意識に確定した像をもたない者であ
る。例えば，「私の葬式に最初に来た者に，私の相続人は10〈000＞〔セス
テルティウス〕を与えよ」と遺贈した場合である。「誰でも私の葬式に来
た者」と，一般にすべての者に遺贈した場合も同様のことが当てはまる。
また，次のようにして遺贈される場合も同様である。すなわち，「誰でも，
その娘を私の、曽、子に嫁がせる者に私の相続人は10000〔セステルティウス〕
を与えよ」。「遺言〈作成＞の後に〈最初に＞執政官に選出される者に」遺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（188〉
贈される場合も［同様であり］，同じく不確定な者に遺贈されたとみなさ
れる。要するに，この種の事例は他にも多数ある。これに対して，一定
の指示のもとで不確定な者のためになされた遺贈は有効である。例え
ば，「存命している私の血族のなかで，私の葬式に最初に来た者に私の
相続人は10000〔セステルティウス〕を与えよ」という場合である。
239　自由もまた不確定な者に与えることができるとはみなされない。
というのは，フーフィウス・カニニウス法は名を示して奴隷を解放する
　　　　　　　　　　　　　　　　　（189）
よう命じているからである。
240後見人として付与される者も確定されていなければならない。家
外後生子に遺贈することも無効である。
　　　　　　　　　　　　　　　（190）
　　238　1．2，20，25とほぼ同じ。Vlp．24，18：Paul．3，6，13二Theoph．2，20，27［233頁
　　　6－7行］を参照。
　　239L2，20，25とほぼ同じ。Vlp．1，25：Pau1．4，14，1〔を参照〕。
　　2401．2，20，25と同じ。Vlp．11，14を参照。
　　（188）David－Nelsonでは「遺言く作成〉の後にく最初に＞執政官に選出される者に
　　　（QVI　POST　TESTAMENTVM　〈SCRIPTVM　PRIMI＞　CONSVLES四一　　DESIGNATI　ERVNT）」が「遺言の後に執政官に選出される者に（QVI　POST
－　　　TESTAMENTVM　CONSVLES　DESIGNATI　ERVNT）」になっている。
　　（189）　フーフィウス・カニニウス法（lexFufiaCanini＆）前2年に制定された。
　　（190）David－Nelsonでは「家外後生子に（postumo　quoque　alieno）」以下が241
　　　に含まれている。
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241　ところで，家外後生子とは，出生しても遺言者の自権相続人には
ならない者〈である＞。したがって，家父権免除された、自、子によづて懐
胎された孫も家外後生子である。同様に，市民法上，妻とみなされない
女性の胎内にある者も父の家外後生子とされる。
242　また，家外後生子を相続人に指定することもできない。なぜなら，
家外後生子は不確定な者だからである。
243　ところで，われわれが先に述べたその他のことは，本来，遺贈に
関係している。懲罰のために相続人を指定することはできないと考える
者もいるが，これは理由のないことではない。なぜなら，あることをな
し，あるいは，なさないならば遺贈を与えるよう相続人に命ずること
も，共同相続人を彼に付加するのも違いはないからである。というの
は，共同相続人の付加によっても，遺贈の付与によっても，相続人は自
らの意思に反して，あることをなし，あるいは，なさないように強いら
れるからである。
244われわれが相続人に指定する者の権力に服する者に有効に遺贈で
きるかどうかが問われる。セルウィウスは次のように考える。すなわ
　　　　　　　　　　　　　　　　（19！）
ち，このような遺贈は有効であるが，遺贈の〔効力発生の〕日が到来す
る時点で，その者がなお権力に服している場合には，遺贈は無効であ
る。それゆえ，無条件に遺贈された場合には，遺言者の存命中に相続人
の権力から離脱したとき，または条件つきで遺贈された場合には，その
条件〔成就〕以前に相続人の権力から離脱したとき，相続人は遺贈の義
2411．2，20，26と同じ。後掲2，287を参照。
242前掲1，147：後掲2，287：1．2，20，28を参照。　　　　　　　　　　　　　　四
243前掲2，2291232；235：L2，20，36を参照。　　　　　　　　　　　　　　　　0
2441．2，20，321Vlp．24，23：Theoph．2，20，32［225－6頁18－9行］を参照。
（191）セルウィウス（Servius　Sulpicius　Rufus）前1世紀後半に活躍した法学者。
　前51年に法学者としては初めて執政官に選出された。
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務を負う。サビーヌスとカッシウスは，条件つきの遺贈は有効である
　　　　　　　　（192）　　　　　（193）
が，無条件の遺贈は無効であると考える。なぜなら，その者は遺言者の
存命中に相続人の権力から離脱することがあっても，遺言者が遺言作成
後，ただちに死亡したならば，何の効力ももたなかったはずのものが，
遺言者が生き延びたために有効となることは不条理であるという理由で
遺贈はやはり無効だと理解するのが当然だと考えるからである。けれど
も，反対学派の諸先生は，条件つきの遺贈も有効ではないと考える。と
いうのは，われわれは，われわれの権力に服する者に条件つきでも無条
件でも債務を負うことはできないからである。
245　反対に，くあなたの＞権力に服している者が相続人に指定され，そ
の者により，あなたに遺贈されることが有効であることは明らかであ
る。けれども，あなたがその者を通じて相続人となったならば，遺贈は
無効である。というのは，あなたは，あなた自身に遺贈の義務を負うこ
とはできないからである。これに対して，息子が家父権免除され，ある
いは，奴隷が解放され，または他人に譲渡され，その者自身が相続人と
なるか，他人を相続人とするならば，相続人は遺贈の義務を負う。
246　さて，われわれは信託遺贈に移ることにしよう。
247　まず，相続財産についてみることにしよう。
248そこで特に知っておかなければならないことは，ある者が相続人
として適法に指定され，その相続財産が第三者に引渡されるよう，相続
???
2451．2，20，33；前掲2，189：Vlp．24，24を参照。
24612471．2，23pr．と同じ。
2481．2，23，2と同じ。Gai　Epit．2，7pr．を参照。
（192）サビーヌス（Massurius　Sabinus）後1世紀の著名な法学者で，サビーヌ
　ス学派の創始者。後生の法学者によって「サビーヌス註解（Ad　Sabinum）」と
　いう表題で解説されるようになった，広範かつ体系的な市民法論を著した。
（193）カッシウス（Gaius　Cassius　Longinus）後1世紀の法学者でサビーヌス学
　派の一員。
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人の信義に委ねられることが必要だということである。そもそも，誰も
適法に相続人として指定されていない遺言は無効だからである。
249　ところで，信託遺贈に［使用される］文言としては，「私は請求す
　　　　　　　　　　　　　　　　（194〉
る」，「私は請託する」，「私は望む」，「私は信義に委ねる」が［有効に1
広く用いられていると考えられる。これらの文言は，一つ一つ用いられ
ても，一括して用いられても有効である。
250　したがって，われわれが「〈ルーキウス＞・ティティウスは相続人で
あれ」と記載したときには，「ルーキウス・ティティウスよ，私は，あな
たに請託し，請求する。あなたが私の相続財産を相続することができる
ならば，あなたは，ただちにガーイウス・セーイウスに与え，引渡すよ
うに」と付け加えることができる。ところで，われわれは相続財産の一
部を引渡すことについても請託することができる。また，条件をつけ
て，あるいは条件をつけないで，あるいは期日を確定した上で信託遺贈
することができる。
251　ところで，相続財産を引渡した後でも，引渡した者は依然として
相続人である。これに対して，相続財産を受け取る者は，あるときは相
続人のような地位にあり，あるときは受遺者のような地位にある。
252　ところが，相続財産を受け取る者は，かつては相続人のような地
位にも受遺者のような地位にもなくて，むしろ買主のような地位にあっ
た。なぜなら，その当時，相続財産の引渡を受けることになっている者
に対して，1ヌンムスを用いて形式的に，この相続財産を売却すること
が慣例となっていたからである。そして，〈相続財産の売主と買主の間
2491．2，24，3とほぼ同じ。Vlp．25，212，7：Paul．4，！，516を参照。
2501。2，23，2と同じ。Gai　Epit．2，7pr．を参照。　　　　　　　　　　　　　　四
2511．2，23，3とほぼ同じ。前掲2，255：Theoph．2，23，3［239頁1921行］〔を参八
　照〕。
252Theoph．2，22，3［239－40頁22－13行］を参照。
（194）David－Nelsonでは［使用される（utilia）］に［］がない。
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で取り交わされるのを常とする＞問答契約〈と同じもの〉が，相続人と
相続財産の引渡を受けることになっている者との間で〈取り交わされ
た＞。つまり，それは次のような方法で行われる。相続人は，相続財産
の引渡を受けることになっている者に，相続の名目で有責判決を受け
て，どれほど弁済したにしても，あるいは何かを他の方法で善意で与え
たにしても，相続財産の引渡を受ける者が，これを理由として害されな
いこと，そして，ある者が相続の名目で相続財産の引渡を受ける者と争
った場合には，一般に有効に防御されると諾約していた。これに対し
て，相続財産を受け取ることになっている者の方は，ある物が相続にも
とづき相続人に帰属したならば，それは自分に引渡されること，そし
て，相続財産の引渡を受ける者が相続上の訴訟を委託事務管理人もしく
は訴訟代理人の名義で遂行するのを許されると要約していた。
253けれども，後に，トレベッリウス・マキシムスとアンナエウス・セ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（195〉
ネカが執政官であったとき元老院議決が制定され，それによって次のよ
（196）　　　　　　　　　　　　　　　（197）
うに規定された。すなわち，ある者に相続財産が信託遺贈を原因として
引き渡されたならば，市民法上，相続人が原告にも被告にもなるような
訴権が信託遺贈にもとづいて相続財産が引き渡される者を〈原告に＞も
被告にもして与えられる。この元老院議決により，上で述べたような約
款は用いられなくなった。なぜなら，法務官は，あたかも相続人のよう
に，相続財産を受け取る者を原告にも被告にもして準訴権を与えるよう
　　2531。2，23，4とほぼ同じ。Vlp．24，14：Paul．4，2を参照。
　　（195）　トレベッリウス・マキシムス（Marcus　Trebellius　Maximus）後56年の執
　　　政官。
四＿　　（196）アンナエウス・セネカ（LuciusAmaeusSeneca）後4年コルドゥバに修辞学者
七　　　で同名の大セネカの子として生まれる。ネロの家庭教師となり，政治家，哲学者，劇
　　　作家として活躍。後56年に執政官となる。後65年に死を命じられ自殺。
　　（197）　トレベッリウス元老院議決（senatusconsultum　Trebellianum）後56年に
　　　制定された。
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になり，そして，この準訴権は告示により公示されているからである。
254けれども，これに対して，指定相続人が，すべての相続財産を，
あるいはほとんどすべての相続財産を引き渡すよう求められている場合
に，利益がないか，あるいはほとんどないために相続を承認することを
拒否し，そのために信託遺贈が無効となったので，その後ぺ一ガススと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ　ラ
プーシオが〈執政官のときに＞元老院は次のように議決した。すなわ
　　（199）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（200）
ち，相続財産を引き渡すように求められた者に対しては，ファルキディ
ウス法によって遺贈において留保することが許されていたのと同様に，
　（201）
相続財産の4分の1を留保することが許される。（信託遺贈によって残
された一つ一つの物からも同一の留保が認められた）。この元老院議決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（202）
によって，〈相続人＞自身は相続財産の負担を引き受ける。これに対し
　　　　　　（203〉
て，信託遺贈によって相続財産の残りの部分を受け取る者は，部分的受
遺者のような地位にある。すなわち，財産の一部が遺贈される受遺者の
地位である。この種の遺贈が分割遺贈と呼ばれるのは，受遺者が相続財
産を相続人と分割するからである。その結果，相続人と部分受遺者との
間で締結されるのを常とする問答契約と同じ契約が，信託遺贈を原因と
して相続財産を受け取る者との間で締結されることになった。つまり，
相続財産の利益も損害も一定の割合に応じて彼らの間で共有されること
になった。
254　L2，23，5とほぼ同じ。Gai　Epit．2，7pr．：Vlp．25，14；15：PauL4，3：Theoph．
　2，23，5［241頁5行以下］を参照。
（198）ぺ一ガスス（Pegasus）後1世紀後半の法学者。プロタルスの後継者と言
　われ，後73年頃に執政官となった。
（199）　プーシオ（Pusio）ルーキウス・コルネリウス・プーシオ（Lucius　Comelius
Pusio）と考えられている・後73年頃に執政官となった・　　　　　　　　　　四
（200）ぺ一ガスス元老院議決（senatusconsultum　Pegasianum）後73年頃に制定　一
　された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ
（201）　ファルキディウス法（1ex　Falcidia）前40年に制定された。
（202）David－Nelsonでは（信託遺贈によって……認められた）に（）がない。
（203）David－Nelsonでは〈相続人（heres）＞が補われていない。
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255　したがって，指定相続人が相続財産の4分の3を超えない部分を
引き渡すように請託されたならば，トレベッリウス元老院議決により相
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（204）
続財産は引き渡され，相続財産に関する訴権は，各自の持分に応じて両
者を被告として，もっとも，相続人を被告とするときは市民法により，
これに対して，相続財産を受け取る者を被告とするときはトレベッリウ
ス元老院議決により付与される。とはいえ，相続人は引き渡す部分につ
いても相続人であり続け，原告にも被告にもなる〔相続財産に関する〕
すべての訴権が帰属する。けれども，彼に残る相続財産の利益を超えて
義務を負うことはなく，訴権が付与されることもない。
256　これに対して，ある者が相続財産の4分の3を超えて，あるいは，
そのすべてを引き渡すように請託されたならば，ぺ一ガスス元老院議決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（205）
が適用される。
257　しかし，いったん相続を承認した者は，自分の意思で承認したの
であれば，4分の1を留保したにしても，留保することを望まなかった
にしても，相続財産に関するすべての負担は彼自身が引き受ける。けれ
ども，4分の1が留保された場合には，部分的受遺者と相続人の間のよ
うに，部分についての問答契約がその割合に応じて行わなければならな
い。これに対して，全相続財産が引き渡された場合には，相続財産の売
買にならって問答契約が行われなければならない。
258　けれども，指定相続人が，相続財産は自分には損失になるのでは
　　2551．2，23，6と同じ。Vlp．25，14を参照。
　　256L2，23，6と同じ。Vlp．25，14を参照。
　　257L2，23，6と同じ。Vlp．25，15：Pau1．4，3，21前掲2，254を参照。
四　　2581．2，23，6と同じ。Vlp．25，16：Paul．4，4，2－4を参照。
五　　（204）　トレベッリウス元老院議決（senatusconsulfum　Trebellianum）後56年に
　　　制定された。
　　（205）ぺ一ガスス元老院議決（senatusconsultum　Pegasianum）後73年頃に制定
　　　された。
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ないかという疑いがあると述べ，相続承認を拒否しようとする場合に
は，ぺ一ガスス元老院議決は次のように規定する．すなわち，〔相続財
　　　　　　　　　（206）
産を〕引き渡すよう請託された者が〔拒否〕を望んでいるならば，法務
官の命令により，〔相続を〕承認し，〔相続財産を〕引き渡し，そして，
トレベッリウス元老院議決に規定されているのと同様に，〈相続財産を〉
　　　　　　　　　　　むの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
受け取る者を原告として，または被告として訴権が付与される。この場
合には，いかなる問答契約も必要としない。なぜなら，相続財産を引き
渡す者には保護が与えられ，同時にまた相続財産を受け取る者を原告と
して，または被告として相続財産に関する訴権が移転されるからであ
る。
259　ところで，ある者が，相続財産の全体について相続人に指定され，
相続財産の全部または一部について引き渡すように請託される場合と，
相続財産の一部について相続人に指定され，その一部の全部について，
または一部の一部について引き渡すように請託される場合とは違いがな
い。なぜなら，後者の場合にも，ぺ一ガスス元老院議決により，相続財
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（209〉
産の一部の4分の1について計算がされるのを常とするからである。
260　ところで，誰でも個別の物，例えば，土地，奴隷，衣服，銀器，
金銭をも信託遺贈することができ，相続人自身あるいは受遺者に，ある
者へ引き渡すように請託することができる。ただし，受遺者を通じて遺
259L2，23，8と同じ。
260L2，24pr．と同じ。後掲2，271：Gai　Epit．2，7，113：Vlp，24，20を参照。
（206）ぺ一ガスス元老院議決（senatusconsultum　Pegasianum）後73年頃に制定
　された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四（207）　トレベッリウス元老院議決（senatusconsultum　Trebellianum）後56年に　＿
制定された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四
（208）David－Nelsonではく相続財産を（hereditatem）〉が補われていない。
（209）ぺ一ガスス元老院議決（senatusconsultum　Pegasianum）後73年頃に制定
　された。
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贈することはできない。
261同様に，遺言者の所有する物ばかりでなく，相続人，受遺者，他
の誰であれ，その者の所有する物も信託遺贈することができる。したが
って，受遺者もまた，自分に遺贈された物を他人に引き渡すように請託
されるばかりでなく，受遺者自身あるいは他人に帰属する物についても
引き渡すよう請託されることがある。［けれども］，誰も自分が遺言によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（210）
って取得したものを超えて他人に引き渡すよう請託されることはないと
いうことだけは注意しなければならない。というのは，遺贈分を超えた
請託は無効だからである。
262　ところで，他人の物が信託遺贈されるときには，請託された者は
物そのものを買い取って給付するか，その物の評価額を支払わなければ
ならないが，これは，他人の物が債権遺贈された場合と同じである。し
かし，ある者たちの考えでは，信託遺贈された物を所有者が売却しない
場合には信託遺贈は消滅するが，債権遺贈の場合はこれと異なる。
263　自由も信託遺贈により奴隷に付与することができる。その際には，
相続人あるいは受遺者が解放するよう請託される。
264遺言者が，自分の所有する奴隷について請託するのか，あるいは，
相続人自身または受遺者もしくはその他の者の所有する奴隷について請
託するのかには違いがない。
265　したがって，他人の奴隷も買い取ってから解放しなければならな
　　2611．2，24，1：Gai　Epit．2，7，415と同じ。Vlp．25，5：Paul．4，1，7；8を参照。
　　2621。2，24，1と同じ。Vlp．25，5：Paul．4，1，7：Gai　Epit．2，7，6を参照。
　　2631．2，24，2と同じ。GaiEpit．2，7，7：Vlp。25，1812，7：PauL4，12，414，13を
　　　参照。
四　2641．2，24，2と同じ。前掲2，261：後掲2，272：GaiEpit．2，7，7：VIP．2，10を参
三　　　照。「自分の所有する（奴隷）について（……）違いがない」という文言は
　　　Goes．がlnst．から補充した。
　　2651．2，24，2と同じ。Gai　Epit．2，7，7：Vlp．2，11を参照。
　　（210）David－Nelsonでは［けれども（sed）］に［］がない。
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い。所有者が奴隷を売却しないならば，信託遺贈による自由が消滅する
のは明らかである。というのは，この場合には代金の計算ができないか
らである。
266　ところで，信託遺贈によって解放される者は，たとえ遺言者の奴
隷であっても，遺言者の被解放自由人となるのではなく，解放する者の
被解放自由人となる。
267　これに対して，直接，遺言によって，例えば「〈私の〉奴隷スティ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（211）
クスは自由であれ」，あるいは「私の奴隷スティクスが自由であると私
は命ずる」という方式によって自由であると命じられた者は遺言者自身
の被解放自由人となる。しかし，遺言書を作成した時と死亡した時のい
ずれの時点でもクィリーテースの権にもとづいて遺言者に帰属していた
者以外の者は決して遺言によって直接自由を取得することはできない。
268　ところで，信託による遺贈は，法上，直接になされる遺贈とは大
きく異なる。
269すなわち，まず，相続人の……………でも信託遺贈することがで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（212）
きる。これに対して，…………一……・………………遺贈は無効となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（213）
270　また，無遺言で死亡する者は，その者の財産が帰属する者を通じ
2661．2，24，2と同じ。Gai　Epit．2，7，71Vlp．2，8を参照。
2671．2，24，2と同じ。Vlp．2，718；1，23を参照。
268Gai　Epit．2，7，8：後掲2，284を参照。
269前掲2，229：Gai　Epit．2，7，8：Vlp．25，8を参照。Kr．とStud．はEpit・2，7，8
　から，欠落部分を次のように補充する。「（相続人の）相続人から（でも信託遺贈
　することができる。これに対して，）このようにしてなされた（遺贈は）云々」
　と。
270Gai　Epit．2，7，8：1．2，23，10：Vlp．25，4を参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四（211）David－Nelsonでは〈私の（MEVS）〉が補われていない。　　　　　　　　＿
（212）David－Nelsonでは「でも（etiam）」がなく，「相続人の（heredis）」の次　一
　の欠落部分に「（相続人の）死後（post　mortem）」が補われている。
（213）David－Nelsonでは「無効となる（inutile　sit）」の前の欠落部分に「この
　ようにしてなされた（遺贈は）（ita　relictum）」が補われている。
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て他人に信託遺贈することができる。これに対して，この者を通じて遺
贈することはできない。
270aまた，小書付で行われる遺贈は，遺言者によって確認されなけれ
ば，すなわち遺言者が，遺言書において小書付に書いたことを有効であ
ると述べない限り有効ではない。これに対して，小書付が確認されてい
なくても信託遺贈は行うことができる。
271また，受遺者を通じて遺贈することはできない。けれども，信託
遺贈することはできる。それどころか，われわれは信託遺贈の受益者と
した者を通じても，さらに他人のために信託遺贈することができる。
272　また，他人の奴隷に直接，自由を付与することはできないが，信
託遺贈によって付与することはできる。
273　また，小書付が遺言により確認されたとしても，それによって，
誰も相続人に指定されることも，また廃除されることもない。これに対
して，たとえ遺言により小書付が確認されていなくても，〔遺言者は〕
遺言により相続人に指定された者に，その相続財産の全部または一部を
他人に引き渡すよう小書付によって請託することができる。
274　また，女性はウォコーニウス法により10万アスの財産があると戸
　　　　　　　　　　　　　　（214）
口調査で登録された者の相続人に指定されることはないが，自分に信託
遺贈された相続財産を取得することはできる。
275　ラテン人もまたユーニウス法により，法上直接に相続財産および
　　　　　　　　　　　　　（215）
　　270a　Gai　Epit．2，7，8：1．2，25，1：Vlp．25，8：Paul．4，1，10を参照。Goes．は本法
　　　文の最初の部分をEpit．2，7，3から補充した。
　　271前掲2，26012611Gai　Epit．2，7，8：1．2，24，1：Vlp．24，20を参照。
四　　272前掲2，2641267：Gai　Epit．2，7，8：1．2，24，2を参照。
一　　273Gai　Epit、2，7，8：L2，25，212，23，10：Vlp．25，11を参照。
　　275Vlp。25，7122，3：前掲1，23以下を参照。
　　（214）　ウォコーニウス法（1ex　Voconia）前169年に制定された。
　　（215）ユーニウス法（lex　Iunia）後19年に制定された。
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遺贈を取得することを禁じられているが，信託遺贈によって取得するこ
とはできる。
276　また，元老院議決により，自分が所有する30才未満の奴隷に自由
を付与し，相続人に指定することは禁じられているが，多数の見解によ
れば，われわれは，奴隷が30才となった時，自由であることを命じ，相
続財産がその者に引き渡されるよう請託することができる。
277　また，たとえ，〈われわれは＞，われわれの相続人となる者の死後，
この者に代えて別の相続人を指定することが〈でき＞ないとしても，わ
れわれは，それでもなお，相続人が死亡したら，他の者にこの相続財産
の全部または一部を引き渡すよう請託しておくことができる。そこで，
相続人の死亡後も信託遺贈の義務を負わせることができるのだから，次
のように，「私の相続人ティティウスが死亡したら，私は私の相続財産
がプーブリウス・メウィウスに帰属することを望む」と書いた場合にも，
われわれは同じ効力を発生させることができる。ところで，前者と後者
のいずれのやり方であっても，ティティウスは自分の相続人に信託遺贈
の義務を負わせる。
278　さらに，われわれは，遺贈については方式書くを通じて＞請求す
るが，信託遺贈については，われわれは，ローマ市では執政官の面前
で，または，とくに信託遺贈を管轄する法務官の面前で，あるいは，属
州では属州長官の面前で追求する。
279　また，ローマ市においては，信託遺贈についてはいっでも，遺贈
については開廷日にだけ裁判が行われる。
280　また，信託遺贈の義務を負う者が履行遅滞した場合には，信託遺
276Vlp．22，8を参照。
277Gai　Epit．2，7，8：前掲2，184を参照。
278－279Vlp．25，12：Pau1．4，1，18を参照。
280Gai　Epit．2，7，8：Pau1．3，8，4を参照。
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贈の利息と果実を負わなければならない。これに対して，遺贈について
は利息の責は負うことはない。このことは神皇ハドリアーヌスの勅答で
定められている。けれども，私は，許容遺贈された場合には信託遺贈と
同じことが当てはまるとするユーリアーヌスの見解を知っている。現在
　　　　　　　　　　　　　　　　　（216）
でも，この見解が通説であると私は考えている。
281また，ギリシア語で書かれた遺贈は無効である。けれども，信託
遺贈は有効である。
282　また，債権遺贈がなされたことを相続人が否認するならば，この
者を相手取って2倍額の訴が提起される。これに対して，信託遺贈を理
由としては常に追求は1倍額である。
283　また，信託遺贈にもとづいて誤って義務分を超えて履行した〈も
の〉については，誰でもこれを取り戻すことができる。これに対して，
間違って債権遺贈の義務分を超えて履行されたものは取り戻すことがで
きない。前者の場合でも，後者の場合でも，非債分が誤って履行された
場合，［遺贈］については明らかに同じ法が適用される。
284かつては別の違いもあったが，現在はない。
285　そこで，外人も，かつては信託遺贈を取得することができ，おそ
らく，これが信託遺贈の起源であった。けれども，後にそれは禁じられ
た。今では，神皇ハドリアーヌスの発議による元老院議決がなされ，そ
　　　　　　　　　　　　（217）（218）
　　281Vlp．25，9を参照。
　　282Gai　Epit．2，7，8：1．3，27，7：後掲4，91171：Paul．1，19，1を参照。
　　283L3，27，7；2，20，25：Paul．3，6，92：Vlp．24，33を参照。
　　284　前掲2，268を参照。
　　285Theoph．2，23，1［238頁1行以下］：1．2，23，1212，25pr．を参照。
四〇　　（216）ユーリアーヌス（Salvius　Iulianus）後2世紀の著名な法学者。ハドリアー
九　　　ヌス帝の顧問会の一貝。
　　（217）David－Nelsonでは「神皇ハドリアーヌスの（divi　Hadriani〉」が「最も
　　　神聖なハドリアーヌスの（sacratissimi　Hadriani）」になっている。
　　（218）ハドリアーヌス（PubliusAelius　Hadrianus）ローマ皇帝。在位117－138年。
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の結果，このような信託遺贈は国庫に没収されることとなった。
286独身者も，ユーリウス法により相続財産および遺贈を取得するこ
　　　　　　　　　　　（219）
とを禁じられているが，かつては信託遺贈を取得できるとみなされてい
た。
286aまた，無子者もパーピウス法により，1子をもたないことを理由
　　　　　　　　　　　　　（220）
として］相続財産および遺贈の半分を失うが，かつては信託遺贈のすべ
　（221）
てを取得できるとみなされていた。けれども，後にぺ一ガスス元老院
議決により，遺贈および相続財産と同様に，信託遺贈を取得することも
（222）
禁じられた。〔無子者が取得できない〕部分は，〈その＞遺言書で〔指定
されている〕有子者へ移転された。また，有子者がいなければ国民に移
転された。これは，遺贈および相続財産の場合に同一もしくは類似の原
因で〈無主のものとなる＞のと同じ法に属する。
　　　　　　　　（223）
287　また，かつては不確定の者または他人の後生子には，たとえ相続
人に指定することも，この者に遺贈することもできなかったけれども，
信託遺贈をすることはできた。しかし，神皇ハドリアーヌスを提案者と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（224）
286前掲2，1111144；15012061207：Vlp．17，1122，3を参照。
286a前掲254を参照。Polenaarが括弧内の文言を付加した。
287Vlp．22，4；25，131L2，14，12：前掲2，2381241を参照。
（219）ユーリウス法（lex　Iulia）前18年に制定された婚姻当事者の階層に関する
　ユーリウス法（lex　Iulia　de　maritandis　ordinibus）。
（220）パーピウス法（lexPapia）後9年に制定されたパーピウス・ポッパェウス法
　（1ex　Papia　PoPPaea）。
（221）David－Nelsonでは［子をもたないことを理由として（ob　id　quod　liberos
　non　habebant）］　1こ　［　］　カごない。
（222）ぺ一ガスス元老院議決（senatusconsultum　Pegasianum）後73年頃に制定
　された。
（223）David－Nelsonでは〈無主のものとなる（caduca　fiunt）＞がく全体または
　その一部について無主のものとなる？（vel　tota　vel　parte　caduca　fiunt　P）＞に
　なっている。
（224）ハドリアーヌス（Publius　Aelius　Hadrianus）ローマ皇帝。在位117－138
年。
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してなされた元老院議決により，遺贈および相続財産において定められ
たのと同じことが信託遺贈においても定められた。
288　また，懲罰のために信託遺贈ができないことは，もはや疑いがな
い。
289　しかし，信託遺贈がなされる場合，多くの法の部分において，直
接に遺贈される場合よりはるかに広範で，また，両者はいくつかの部分
においては等しい効力をもつけれども，後見人を付与することができる
のは直接の遺言によってのみである。例えば，「ティティウスは私の卑
属の後見人であれ」，あるいは「私はティティウスを私の卑属の後見人
として与える」と。これに対して，信託遺贈によっては後見人を付与す
ることができない。
???
288前掲2，235以下；243：Vlp．22，4；25，13を参照。
289前掲1，149を参照。
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